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１. はじめに 

 

人口減少の影響が各地で顕在化するとともに、経済構造の中心がサービス産

業へと変化する中、観光は地域に貢献する産業と位置づけられ、日本再興戦略

の柱の一つに挙げられるなど、脚光を浴びるようになった。 

 

2016 年の訪日外国人旅行者は、政府による様々な施策の効果もあり、統計

開始以降最多の 2,403 万人（前年比 21.8％増）1に達した。しかし、国内旅行

消費額は、好調なインバウンド消費を含めても、ピーク時の 30.1 兆円（2006

年）には遠く及ばない状態である2。さらに、観光産業の現場では、人材不足

が深刻化しているにもかかわらず、非正規雇用が中心のまま、他産業に比して

賃金が低い構造が温存されている3。 

 

本来、「観光立国」とは、観光による経済効果が地域全体に波及し、良質な

雇用の創出と賃金上昇、地域における投資・消費の拡大が持続的になされるこ

とであり、さらには、その効果によって交流人口や定住人口が維持・増加して

いくことである。 

 

これまでの観光政策は、訪日外国人旅行者を主な対象に、観光客数の増加を

中心とする需要喚起策が大宗を占めてきた。供給側を含む産業政策は、昨年度

に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」によって緒に就いた段階で

あり、前述の通り、観光立国には程遠いのが現状である。 

 

2020 年のオリンピック・パラリンピック後を見据え、需要側、供給側、そ

して観光を支える地域経営や金融機能のあり方を含めた構造的な観光立国戦

略を策定し、速やかにその実行を図ることこそが、我が国の重要な課題である。 

 

こうした認識の下、経済同友会観光立国委員会では、国・自治体・民間それ

ぞれが必要な行動に迅速に着手することを期待し、以下の通り提言する。  

                                                   
1 日本政府観光局（JNTO）平成 29 年 1 月 17 日発表。 
2 国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査 平成 27 年年間値（確報）について」（平成 28

年 6 月 15 日）によれば、平成 27 年の旅行消費額（日本人国内宿泊旅行、日本人国内日帰り旅

行、日本人海外旅行（国内分）、訪日外国人旅行の合計）は 24.8 兆円。 
3 経済同友会「観光政策の中核を“産業政策”に―『人数から付加価値へ』そして『生産性向上』

を―」（2016 年 3 月発表） 
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２. 観光立国の要件と観光産業の現状 

 

（１） 観光立国の要件 

 

観光立国の実現には、観光関連産業による高い付加価値4の獲得と、生産性

向上が不可欠である5。これらの推進なくして、地域における観光消費額の増

加や良質な雇用の創出、賃金上昇を持続的に実現することは叶わない。 

 

需要側では、「近隣諸国から団体・短期旅行を呼び込み、当該地域の観光事

業者のみが低い付加価値を得る」形態に満足するのではなく、「先進国も含め

たハイエンドの個人旅行を対象に、滞在日数とリピート率を高めることで消費

額を伸ばし、地域に根差すすべてのステークホルダーが高い付加価値を得る」

形態を実現することが、極めて重要である。 

 

他方、供給側では、産業としての生産性の持続的な向上が求められる。高度

成長期の製造業のように、不断の生産性向上に取り組み、その成果を良質な雇

用の創出と賃金上昇によって従事者に還元し、有為の人材を引き付ける魅力的

な産業へと進化しなければならない。 

 

（２） 観光産業の現状 

 

付加価値の獲得と生産性向上を阻害する要因のひとつに、旅行需要の極端な

偏在6があげられる。日本人の国内旅行はゴールデンウィークや年末年始、お

盆や大型連休などの特定時期に集中し、訪日外国人旅行者はいわゆるゴールデ

ンルート7に集中している。 

 

こうした旅行需要の季節的・地理的偏在が高需要期の価格上昇を招き、旅行

者は価値に見合わない料金の支払いと混雑を強いられる。一方、供給側では、

高需要期には経営努力によらず利益が得られるため、事業者の経営能力に対す

る評価が曖昧になり、観光産業全体の新陳代謝の停滞につながっている。例え

                                                   
4 本提言における「付加価値」とは、観光関連産業にまつわる価格プレミアムを指す。 
5 日本生産性本部「日米産業別労働生産性水準比較」（2016 年 12 月 12 日）によれば、日本の

サービス産業の労働生産性（就業１時間当たり付加価値額/2010～12 年平均）は、米国を 100

とした場合に 49.9 であり、特に飲食・宿泊業においては 34.0 と著しく低い。 
6 経済同友会「『真の観光立国』実現に向けた新たな KPI の設定を―正しい目標が、正しい政策、

正しい行動を生む―」（2015 年 4 月発表） 
7 東京、箱根、富士山、名古屋、京都、大阪など日本の主要観光都市を周る観光周遊ルート。 
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ば、高需要期の利益を最大化する規模の施設は、低需要期には低稼働の過剰ス

トックとなって生産性や収益性の低下を招き、収益性の乏しい事業構造が各種

施設・設備の更新投資を阻む。また、年間を通じた雇用が困難なため、低賃金・

非正規雇用中心の雇用形態が常態化し、付加価値の獲得に必要な人的資源の質

の向上が図れない原因となっている8。 

 

近年、多くの地方自治体では、観光振興の中心的施策として、シティプロモ

ーション動画などによる需要喚起が積極的に取り組まれているが、日本人の国

内旅行動態に関するデータの欠如や訪日外国人旅行者へのきめ細かいマーケ

ティングの不足などにより、付加価値の獲得や生産性向上という視点での施策

は限られている。この背景には、観光による経済効果が当該地域の観光事業者

に限られるために、観光地としての魅力を持続的に高めていくという方針に対

して地域全体の合意がとれず、反対意見の出にくい一過性のプロモーションに

傾斜しやすいことも影響している。 

 

現行の取り組みだけでは、個々の事業者による付加価値の獲得や生産性向上

につながらず、地域経済への波及効果も乏しいため、観光を突破口に地域全体

の価値を高めるとの考え方を、地域の様々なステークホルダーが共有できない。

その結果、多くの事業者はこれまで以上に高需要期への依存を強め、さらなる

収益性の低下や新陳代謝の停滞を招き、旅行者離れが加速するという悪循環に

陥ってしまう。 

 

（３） 目指す方向性 

 

観光立国実現に向けて、観光客数や需要偏在に依存する産業構造から脱却し、

付加価値と生産性を向上するには、生産性の高い事業者の新規参入の拡大と限

界的状況にある事業者の退出が必要であり、さらに、これらの新陳代謝を阻害

する要因を取り除くことが重要である。 

 

その大前提となるのは、行政・金融機関・事業者・住民などのステークホル

ダーを巻き込んだ地域マネジメントを基盤に、地域の歴史・文化・生活を固有

の観光資源として磨き上げ、必要な投資を重ね、旅行者を惹きつける観光地域

を形成することである。地域が自律的に観光戦略を立案・推進し、金融機能や

行政、住民がそれを支えていくことが、観光立国を持続的に推進する力となる。 

                                                   
8 経済同友会「観光政策の中核を“産業政策”に―『人数から付加価値へ』そして『生産性向上』

を―」（2016 年 3 月発表） 
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３. 観光立国実現に向けて 

 

（１） 需要平準化の実現 

 

付加価値の獲得と生産性向上における最大の障害は、極端な旅行需要の偏

在である。 

 

季節的な需要偏在は、観光産業が生み出した課題ではなく、年次有給休暇

の取得率の低さや全国一律の大型連休などの硬直的な雇用・労働環境に遠因

がある。働き方改革が持続的な経済成長に向けた最大の挑戦と位置付けられ

ている今こそ、この課題解決が観光立国実現にも大きく資するとの認識を持

ち、官民を挙げた取り組みが求められる。 

 

具体的には、働き方改革の一環として、学校休業日の柔軟な設定9や大型

連休の地域別取得といった休暇取得の分散化、年次有給休暇の取得率10向上

などを実現する。全ての企業が直面する課題に企業経営者が率先して取り組

むことによって、旅行需要の平準化による観光関連産業の新陳代謝の促進と、

観光を契機とした我が国全体の経済成長が期待できる。 

 

他方、地理的な需要偏在は、訪日外国人旅行者だけでなく、日本人国内旅

行者においても同様である。高需要期が異なる地域間の連携を含めた、都道

府県境を超えた広域連携11によって、旅行者を惹きつける面としての観光地

域を形成し、周遊や長期滞在に結び付けていくことが必要である。これによ

り、地理的な需要偏在の平準化が期待できる。 

 

【提言】 

 従前より当会が述べてきた通り、企業経営者は、年次有給休暇の積極的な

取得に向けて、トップとして働き方改革に対する決意を明確に発信し、年

次有給休暇の取得率に関する KPI の設定と公表、社内における休暇取得の

                                                   
9 欧州ではバカンス時期の分散化が国策の一つとなっており、その主たる政策手法として学校休

業時期をゾーン別（フランス）や州別（ドイツ）などで分散させている。 
10 厚生労働省「平成 27 年『就労条件総合調査』」（平成 27 年 10 月 15 日発表）によれば、平成

26 年（又は平成 25 会計年度）1 年間の年次有給休暇の平均取得日数は 8.8 日、取得率は 47.6％。 
11 例えば、せとうち DMO は、マーケティングプロモーションを行う一般社団法人せとうち観

光推進機構と、せとうち観光活性化ファンドを活用した開発支援を行う株式会社瀬戸内ブランド

コーポレーションで構成されている。せとうち観光活性化ファンドには瀬戸内７県の地方銀行の

ほか政府系金融機関等も出資し、瀬戸内地域に事業基盤を有する観光関連事業者を対象に投融資

を行っている。 
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分散化推進などの具体的行動に取り組む。 

 

 政府は、働き方改革の一環として休暇取得の分散を推進するべく、経済活

動への影響が少ない義務教育における学校休業日の柔軟な設定を地方自

治体・教育委員会に推奨する、祝日法の改正による大型連休の地域別取得

を設定するなど、働き方改革と観光立国実現の両面からより積極的に取り

組む。 

 

 

（２） 供給構造の再構築 ―新陳代謝を加速する改革― 

 

 日本国内の人口推移予測によれば、人口減少以上に生産年齢人口が大幅に

減少しており、観光のみならず全ての産業において人手不足は看過できない

状況にある。好調な需要に供給が追い付かないという事態を回避し、中長期

的な視点で観光産業の担い手を確保するためには、規制緩和や技術革新など

に総合的に取り組む必要がある。 

 

 また、観光需要の「モノ12消費」から「コト13消費」への進化に伴い、供

給構造の進化も求められている。高需要期への依存が招く悪循環から脱却す

るためには、事業者や施設の新陳代謝の促進が不可欠であり、事業者の創意

工夫を阻害する法令や規制の緩和・撤廃と、役割を終えた施設や事業者など

のスムーズな退出の支援が求められる。 

 

 シェアリングエコノミーや IoT などの技術革新が目覚ましい現在におい

ては、各種業法の規制が事業者による生産性向上に向けた創意工夫を阻害し

ている。旅館業法、旅行業法などは抜本的な改正が必要な時期を迎えており、

その目的を産業振興へと転換すべきである。 

 

収益性の低下による投資の停滞は、地域内に付加価値が低い低稼働・非稼

働の施設の増加を招く。こうした施設は地域の景観を毀損し、観光地全体の

魅力・価値を損なうことから、金融機能の活用も含めた、退出と新規参入の

両方を促すための大胆な行動が必要である。 

 

                                                   
12 ある商品やサービスを購入し所有する価値。 
13 ある商品やサービスを購入することで得られる、経験・体験・思い出・人間関係などの目に

見えない価値。 
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【提言】 

 政府は、好調な需要が見込める 2020 年までを集中取り組み期間と位置づ

け、事業者の生産性向上や創意工夫を阻害する制度・義務を緩和・撤廃し、

政策の主眼として、供給側の付加価値獲得と生産性向上の支援を明確に打

ち出すべきである。具体的には、以下の早急な実現を求めたい。 

 

 観光政策・産業政策・金融庁による政策を一体的に運用する省庁連

携を実現し、景観の改善・向上や、生産性の低い資産・事業の新陳

代謝の促進を図る。 

 

 旅館業法の目的を、公衆衛生14から産業振興への寄与に転換する。

また、収容定員に対するロビー面積や玄関帳場の設置、対面接客の

義務15など、その必要性が低下しつつある規定等の見直しを早急に

実施する。 

 

 一定の時間に業務が集中する観光関連産業の特性16の中で生産性を

向上していくため、短時間制の正社員雇用や兼業などの多種多様な

勤務時間・勤務形態を認める。 

 

 「空家等対策の推進に関する特別措置法」17と同様の制度を休廃業

した宿泊・商業施設などを対象に導入し、著しく景観を毀損する施

設に対する是正措置を可能とする。 

 

 「地方版総合戦略」において観光を中核産業と位置付け、地域の意

思としてこれを定めた地方自治体（群）については、当該地域内の

事業者が退出する際の解体費用助成金の条件緩和などのインセン

                                                   
14 旅館業法 第一条「この法律は、旅館業の業務の適正な運営を確保すること等により、旅館

業の健全な発達を図るとともに、旅館業の分野における利用者の需要の高度化及び多様化に対応

したサービスの提供を促進し、もつて公衆衛生及び国民生活の向上に寄与することを目的とす

る。」 
15 厚生労働省「旅館業における衛生等管理要領」 
16 例えば、旅館においては、宿泊客がほぼ同じ時間に食事・入浴・就寝するため作業量が特定

の時間に集中する、観光ガイドにおいては、旅行者の来訪時のみ業務が発生するなど。 
17 同法には、「特定空家等」（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著

しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態にあると認められる空家等）について、市町村による立ち入り調査や所有者等に対す

る指導、勧告、命令、代執行の措置が可能であることが規定されている。 
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ティブ付与、地域の歴史・文化によって形成された景観の維持・保

全や景観を毀損する施設の撤去・解体の支援など、積極的に新陳代

謝を加速する仕組みを設ける。 

 

 観光関連産業に対する金融機能を強化するため、地域ファンドの一

体活用18を推進し、行政の縦割りを超えた弾力性の高い支援制度19

の構築を求める。 

 

 

（３） 地域の自律的な戦略づくりとコミットメント 

 

意欲ある事業者によって、各地に魅力的な施設や拠点が誕生しているもの

の、こうした個々の努力が波及効果を生み、地域経済の牽引役となっている

事例は限られている。観光を中核産業と位置付ける地域においては、リスク

をとる民間を主体に、これを金融機能と行政が後押しする体制を基盤として、

地域の様々なステークホルダーを巻き込み、地域全体の価値を高める観光戦

略の策定と実行、それに基づく観光地の面的整備・再生を推進することが不

可欠である。 

 

そのためには、観光庁の各種データや訪日外国人旅行者を対象とする地域

経済分析システム（RESAS）、訪日外国人流動データ（FF－data）に加え、日

本人国内旅行者の地域間流動や周遊ルートなどを把握するデータの整備が

求められる。各地域が持つデータを最大限に活用し、客観的根拠に基づくア

プローチによるステークホルダーの巻込みと経済合理性のある観光戦略の

策定に取り組むことを期待する。 

 

また、観光地の真の価値は、地域の文化や歴史などに裏打ちされた住民の

日常生活であり、これを商品として磨き上げることが地域独自の付加価値と

なる。昨今、地域の文化や歴史と、次世代や域外の人材が有する感性を融合

することで、見過ごされていた観光資源がリノベーションされ、地域の潜在

                                                   
18 長野県下高井郡山ノ内町の観光まちづくり会社「WAKUWAKU やまのうち」は、地域経済活

性化支援機構（REVIC）と地元金融機関が設立したファンドの資金を活用し、休廃業旅館や空

き店舗のリノベーションを実施。現在は事業収入で組織を運営している。 
19 日本ワイン農業研究所株式会社が運営するアルカンヴィーニュは、農林漁業成長産業化支援

機構「A-FIVE-J」と県内金融機関で構成される地域ファンド「SAIF」（信州アグリイノベーシ

ョンファンド）からの投融資により、人材育成の教育機関と技術支援の基盤ワイナリーを創設し

た。しかし、その資金はワイナリーにまつわる観光関連施設への使用が認められないため、ワイ

ン産業がもたらす地域経済への波及効果を止めてしまっている。 
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力を発揮させる好事例20が散見される。こうした事例を一過性のものに終わ

らせず、持続的に更なる深化を促すためにも、地域に愛着と誇りを持つ住民

を基礎とする地域マネジメントの確立と、それを支える行政機能が必要であ

る。 

 

地域の日常生活の特徴に対する旅行者の信認・評価は、人々の地域への愛

着や誇りを深めることにつながる。その結果、地域がさらに輝きを増し、持

続的に旅行者を呼び込み、地域の付加価値を高めるという好循環が生まれる。

これが安定した需要と収益性の向上につながり、新陳代謝の加速や労働条件

の改善をもたらし、地域の魅力と競争力を一層高めていく。 

 

【提言】 

 地方自治体は、「地方版総合戦略」において観光の位置づけを明示するこ

とで、観光に対する地域のコミットメントを確実なものとする。 

 

 統計改革の一環として、民間の統計を含めた観光統計の充実を図る。具体

的には、日本人国内旅行者の流動分析の実施、マーケティングの視点に立

った観光地域の共通指標など、より積極的な地域マネジメントの展開に寄

与するデータを整備する。さらに、観光を中核産業と位置付ける地域は、

様々なステークホルダーの参画の下、それらのデータを活用して地域の価

値や魅力を最大限に高めるマーケティングに基づいた地域観光戦略21を実

行する。 

 

 地域観光戦略の策定にあたっては、日本版 DMO（Destination 

Marketing/Management Organization）22の規模に応じて地域における

役割23を明確化する必要がある。日本版 DMO の乱立ではなく重層化を図

り、県単位の広域連携の推進と観光地の面的整備・再生を実現する。 

                                                   
20 長野県下高井郡山ノ内町の観光まちづくり会社「WAKUWAKU やまのうち」では、地域の若

手人材や都市部在住の地元出身者の発掘をきっかけに、地域文化を踏まえたリノベーション事業

や WEB 情報発信を展開。また、地域の若手人材を経営者として育成するため、「事業計画・ス

タートアップ・事業安定化」を内部事業として運営し、新規参入を支援している。 
21 地域観光戦略には、二次交通や域内交通を含む交通体系のあり方も盛り込むべきだと考える。 
22 日本版 DMO とは、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観

光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明

確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着

実に実施するための調整機能を備えた法人。（国土交通省観光庁による） 
23 例えば、広域連携 DMO は観光誘致戦略の策定と地域ファンドの設置・運営、地域連携 DMO

は各地域をつなぐ環境整備、地域 DMO は地域の人々を基盤にした地域マネジメントなど。 
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また、「競争」と「協調」の健全な両立を図り、マーケティングからオ

ペレーション支援までの生産性を高める共通プラットフォームを積極

的に構築する。 

 

 観光産業の付加価値と生産性の向上に資する有為の人材を持続的に供給

するため、教育制度の抜本的改革の推進を求める。具体的には、現場リー

ダー層を育成するためのサービス高等専門学校の創設や、マネジメント能

力を醸成するための既存の教育機関（大学の観光関連学部など）の見直し、

観光関連産業従事者を対象とするリカレント教育の充実を早急に実施す

る。 

 

 観光ガイドには、表面的な案内・解説だけでなく、地域独自の付加価値を

「コト消費」として十全に提供する役割が求められている。この視点に立

って観光ガイドのあり方を見直し、地域の付加価値を高める人材と位置付

け、認定・育成を通じた社会的地位の確立を期待する。 

 

 地域再生に意欲のある若者や他産業の経験を有する都市部在住の地元出

身者などの様々な知識やスキル、センスを活用するため、地域に関わりや

愛着を持つ人材のネットワークを形成する24。また、こうした取り組みに

は民間の力が不可欠であることから、企業も積極的に貢献すべきである。 

  

                                                   
24 さらに地域の側でも、地域外からのサポートをオープンに受け入れる場やプラットフォーム

づくりに努めるべきだと考える。 
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４. おわりに 

 

 観光による経済効果が地域全体に波及し、良質な雇用の創出と賃金上昇、

地域における投資・消費の拡大が持続的になされ、その効果によって交流人

口や定住人口が維持・増加していくという「観光立国」の実現には、需要の

平準化、供給構造を再構築するための新陳代謝の加速、そして、民間・金融

機能・行政が一体となった体制を基盤とした、地域の自律的な戦略づくりと

コミットメントが不可欠である。 

 

 近年、日本版 DMO 設立の動きが各地で進んでいるが、付加価値の獲得や

生産性向上、地域マネジメントの視点が欠如したままの観光協会の延長では、

観光立国に資する組織にはなり得ない。観光立国実現のため、地域の様々な

ステークホルダーと旅行者とをつなげる存在として活躍することを望む25。 

 

 また、政府・自治体は、全ての自治体が観光を中核産業とすることはあり

えないということを自覚し、地域間の公平性を過度に重視するのではなく、

意欲と戦略を持ち自律的に努力する地域に対して、様々な支援の仕組みを構

築することを期待する。 

 

  

                                                   
25 経済同友会「『真の観光立国』実現に向けた新たな KPI の設定を―正しい目標が、正しい政

策、正しい行動を生む―」（2015 年 4 月発表） 
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